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わが国の航空市場を取り巻く環境

　現在わが国は、人口減少、少子高齢化、財政赤
字といった状況にあり、今後は高度経済成長期の
ような大きな経済成長を見込むことは困難である
と予想されるが、そのような中においても、アジ
アなど海外の旺盛な経済成長を取り込むことで、
わが国の持続的な経済発展に繋げていくことが重
要である。ICAO（国際民間航空機関）による
2025年までの国際航空旅客輸送量の需要予測にお
いても、アジア・太平洋地域で年率 5.8%、ヨーロッ
パ地域で年率 4.3％、北米地域で年率 3.6%、ラテ
ンアメリカ地域で年率4.8%の伸びが予想されるな
ど、大きな成長が予想されている（図１）。

国際化に向けた枠組み作り
（オープンスカイ）

　このような状況のもとで、航空の国際化に向け
た枠組みを作ることにより、海外における航空市場
の大きな成長を日本に取り込むことが必要である。
　伝統的な国際ルールの下では、民間航空につい

ての基本的な条約である国際民間航空条約（シカ
ゴ条約）において、領空主権の原則の下、外国へ
の就航には相手国の許可を要することを規定して
いる。このため、国際航空路線の就航にあたって
は、二国間において、航空企業の数、運航路線・
便数等を決定することで相互に就航を認めること
となっており、新たな路線の運行や増便のために
は、その都度交渉を行い、相手国の合意を取り付
ける必要があった。1990年代以降になると、航空
輸送の需要が伸びるとともに、二国間の往復輸送
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1-1  地方空港の国際化に向けた取り組み

図１　世界の航空旅客輸送量予測（2005年～2025年）
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に限定されない自由な運航路線の設定が必要とさ
れるようになったことから、航空企業の自由な経
営判断による柔軟な運航を可能とするため、企業
数、路線及び便数に係る制限を二国間で相互に撤
廃するオープンスカイが推進されるようになった

（図２）。
　オープンスカイを実現することで、ヒト・モノ
の流れを大きく増やすことができるようになる。
例えば、直接的な効果としては、航空企業の新規
参入による目的地までの直行ルートの増加や、LCC
の新規参入によるサービスメニューの多様化、多
様な運賃の実現による利便性向上を期待すること
ができるが、さらには、わが国の国際ハブ空港の
地位向上や、訪日外国人旅行客の誘致等のわが国
の観光政策への積極的な貢献、地方空港の国際化
による地域経済の活性化といった面でも大きな効
果を有すると考えられる。
　わが国におけるオープンスカイ交渉の進捗状況
としては、東アジア・ASEANの国・地域を最優
先として戦略的にオープンスカイ交渉を推進し、
これまでに、韓国・シンガポール・マレーシア・
中国等、23か国・地域との間でオープンスカイに
合意している（図３）ところである。なお、オープ
ンスカイに合意した国・地域との間では、首都圏
空港を除き合意時点からオープンスカイが実施さ
れているところであり、2013年１月現在、13社の
新規企業が参入するとともに、新規に19路線が開
設されている。2013年３月末（2013年夏期スケ
ジュール）からは、成田空港の発着容量の27万回
への拡大と同時に成田空港においてもオープンス

カイが開始されることとなっており、今後、首都
圏空港を含めたさらなる国際航空ネットワークの
拡大と利用者利便の増大が期待されている。

地方空港の国際化の動き

　こうした国の政策的動向と相まって、従来から
地方空港では国際化を目指す動きが進められてき
ている。2002年度～2011年度までの10年間の地方
空港の国際線旅客数の推移をみると、493万人か
ら614万人へと大きく増加している。地方空港の
国際線旅客は約６割が福岡空港および新千歳空港
の旅客であり、両空港の国際線の動向が大きな
ウェイトを占めているものの、それ以外の地方空
港においても、近年、徐々に国際線旅客数が増加
傾向にある空港が多いことが分かる（図４）。
　他方、地方空港を起点とする国際線ネットワー
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図２　航空自由化（オープンスカイ）の推進 図３　オープンスカイ合意国

図４　地方空港における国際線旅客数の動向
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クの状況をみると、定期便、チャーター便双方で
東アジアの諸都市との間での路線が多数形成され
ている。定期便では、地方空港25空港において週
613便の定期国際旅客便が22都市に向けて就航して
いる（図５、2012年冬期当初計画）。また、国際チャー
ター便についても、48の地方空港で合計3,613便
の国際チャーター便が運航された（図６、2011年度

実績）。また、茨城、高松、佐賀など一部の地方
空港ではLCC国際線の就航を実現しているところ
も登場している（図７）。こうした定期便・チャー
ター便によるネットワークは、主に中国（北京、
上海など）、韓国（ソウルなど）、台湾（台北）な
ど東アジア諸都市を中心に形成されてきている。
　こうした地方空港の国際化の背景には、訪日外
国人旅行者の増加を目指す観光政策や、オープン
スカイを含むさまざまな航空政策（チャーター便
の要件の緩和や地方空港での着陸料軽減措置等）

など、国の政策による効果も考えられる一方、地
元自治体を中心としたエアライン誘致活動・利用
促進措置や、国際線ターミナル施設の整備といっ
た、地元による積極的かつ地道な努力によるとこ
ろも大きい。
　他方で、東日本震災等の外的要因による旅客数
の大幅な増減や、運航便数の増減等、自らの努力
のみでは克服することが困難な、国際化に伴う課
題にも直面している。
　いずれにしても、わが国の地方諸都市が、イン
バウンド需要などアジアの成長活力を取り込み、
地域活性化を図っていく上で、国際化に伴う課題
を克服しつつ、地方空港の国際線ネットワークを
充実・強化させていくことが重要な戦略になると
考えられる。

図５　地方空港における国際航空ネットワークの展開 図７　国内空港におけるLCCの就航状況について（国際線）

図６　地方空港におけるチャーター便の運航状況
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はじめに

　2010年３月11日に、国内98番目の空港として茨
城空港が開港してから、３年が経つ。
　日本の空を取り巻く環境が大きく変わろうとす
る流れの中、就航路線の確保は難航し、定期便が
わずかソウル便１便のみという状況で茨城空港は
スタートした。
　厳しい経済情勢の中、全国的に地方航空路線の
廃止が相次ぎ、また公共事業削減の風潮の中での
開港であったことから、多くのメディア等から「無
駄な空港」の代表格として報道され、批判の矢面
に立たされたのも記憶に新しい。
　一方でこの３年間、就航路線は着実に拡充され、
特に2010年７月の中国のLCC・春秋航空による茨
城─上海線の就航は、「片道4,000円」という格安
の運賃が全国的にも大きな話題となり、茨城空港
に対する世間の見る目が変わる一つのターニング
ポイントともなった。
　昨年、2012年は国内LCCの就航が相次ぎ、日本
の「LCC元年」とも言われるが、開港３周年を迎
えた茨城空港が「日本初のLCC対応空港」を謳

うた

い、
いち早くLCCを誘致のターゲットにした経緯とそ
の取り組みについて、本稿であらためて振り返る。

茨城空港開港までの経緯

　「茨城空港」という名称は、2007年に公募の結
果選定された“愛称”で、法律上の名称は「百里
飛行場」である。この名称が示すとおり、航空自
衛隊の百里飛行場を民間共用化した「共用空港」
であり、その計画は今から17年前の1996年に閣議
決定された「第７次空港整備五箇年計画」におい
て、百里飛行場の整備の方針が決定されたことま
でさかのぼる。以降、2000年度に運輸省（当時）
において事業化され、2005年には空港本体の工事
が着手されるなど、開港を目指し順調に整備が進
んでいく一方、日本の空を取り巻く環境は急激に、
以前とは大きく変わっていった。

就航交渉の難航と方針転換

　茨城空港は、「空港空白地帯」である北関東地
域において航空機利用の利便性を向上させる空港
として、国内の拠点都市である札幌・大阪・福岡・
那覇の４都市への路線就航を想定し、整備が進め
られた。
　しかしながら、茨城空港の開港を予定していた
2010年は、羽田空港の第四滑走路供用開始を控え、
その発着枠の獲得に航空会社が最も関心をむけて
いた時期であった。そのため、同じ首都圏にあり
ながら全く未知数である茨城空港への路線の誘致
は難航した。またリーマンショックに端を発する
世界同時不況の影響等による航空需要の冷え込み
や、航空燃油価格の高騰から、各航空会社が地方
空港における国内航空路線の廃止・縮小を進めて
いた最中であったことも、茨城空港への就航交渉
に逆風となった。
　このままでは開港時に就航路線が１路線もない
という最悪の事態もありうるのでは、という強い
危機感から、県では開港を間近に控え、空港の運
用にかかる方針の転換を行うこととした。それが、

「日本初となるLCC対応空港」とするためのター
ミナルビルの設計変更であった。

激変する環境への対応

　茨城空港の運用方針の変更にあたっては、当時
の日本の航空業界がおかれた状況がポイントと

茨城県企画部空港対策課就航対策グループ

1-2  LCC就航に向けた取り組みと課題について
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LCC対応の取り組み①

LCC対応の取り組み②

LCC対応の取り組み③

なった。
　その一つが、首都圏における国際航空需要の高
さである。前述したように、景気の低迷等による
航空需要の冷え込みから、地方空港においては国
内航空路線の廃止・縮小が進められる一方、首都
圏に限っては、増大する国際航空需要に対し、慢
性的に発着枠が不足しており、外国の航空会社な
どが「首都圏に入りたくても自由に入ることがで
きない」状態が続いていた。このことにより、日
本の国際競争力の低下が懸念され、羽田空港の第
四滑走路の供用など、首都圏の発着枠拡大のため
の取り組みが進められていたわけであるが、伸び
続ける航空需要に対して十分とは言えず、数年後
には再び発着枠が不足することが予測されていた。
　二つ目が、日本における航空自由化の進展であ
る。「アジア・ゲートウェイ構想」に基づき、2007
年には外国航空会社の地方空港への乗り入れが自
由化され、地方空港の国際化が一層進展すること
が想定されていた。一方海外においては、LCCが
低価格の運賃により著しい成長を続けており、日
本の航空自由化の進展に伴い、本格的な日本進出
が見込まれていた。
　こういった情勢を見据え、茨城空港では首都圏
に位置する空港として、LCCを含む国際線のニー
ズを踏まえ、かつ航空会社にとって重要な課題で
ある運航コストの低減を実現し、航空会社が乗り
入れしやすい環境を整備するため、航空機の運用
方式やターミナルビルの構造から見直すこととし
たのである。

LCC対応の取り組み

　具体的な内容としては、①ボーディングブリッ
ジ（搭乗橋）を設置せず、タラップにより搭乗す
る方式としたこと、②航空機の運用を、専用車両
によるプッシュバック作業を必要としない自走式
とすること、③通常の空港ターミナルビルでは複
数階に分かれている旅客動線（出発ロビーは２階、
到着ロビーは１階など）を１階に集約したこと、
の３点である。いずれも日本の空港では当たり前
であった設計を一から見直し、イニシャルコスト・
ランニングコストを節減することによって、航空
会社が支払う施設利用料や固定経費の負担を軽減

しようとしたものであり、特に同じ首都圏に位置
する、羽田空港や成田空港との差別化を図ろうと
するものであった。
　この結果、これらの取り組みを評価していただ
いたアシアナ航空による茨城─ソウル線が開港時
から、またスカイマーク社による茨城─神戸線が、
開港の１か月後から、それぞれ開設されることと
なった。さらに2010年７月には、中国初のLCCで
ある春秋航空が、同社初の国際線進出先として茨
城─上海線を開設することとなった。
　このほか、空港アクセス強化の取り組みとして、
2010年５月より、茨城空港と東京駅との間を直行
連絡バスが運行している。航空機利用者であれば



自治体国際化フォーラム　Apr．2013　7

片道500円（航空機利用者以外は片道1,000円）と
いう安価な運賃設定とすることにより、アクセス
コストに敏感なLCCの顧客層に訴求するととも
に、航空会社に対する茨城空港のアピールポイン
トともなっている。
　こうした取り組みの結果、2011年10月には、シ
ドニーに本社をおく航空系シンクタンクのCAPA

（航空情報センター）から、LCC受け入れのため
先進的な取り組みを行っている空港として、「ロー
コストエアポート・オブ・ザ・イヤー」を日本の
空港として初めて受賞した。

今後の課題

　奇しくも茨城空港の開港１周年にあたる2011年
３月11日、茨城空港も東日本大震災に見舞われ、
ターミナルビルの天井板が落下するなどの被害を
受けた。３日後には空港の運用を再開することが
できたが、震災後の韓国からの訪日客数の回復の
遅れにより、ソウル便は運休が継続しており、運
航の再開が求められているところである。

　また、LCCの誘致をめぐっては、ジェットス
ター・ジャパンやエアアジア・ジャパン等、2012
年に運航を開始した国内のLCCがともに成田空港
を拠点とするなど、空港間競争が厳しさを増して
おり、一層危機感を持って就航対策・利用促進対
策に取り組んで行く必要があると認識していると
ころである。

おわりに

　本格的な人口減少時代の到来や、経済活動のグ
ローバル化の中、地域を発展させていくためには、
定住・交流人口をしっかり確保していくことや、
経済活動を支える基盤の整備が必要であり、この
ために不可欠な広域交通ネットワークとして、空
港は重要な公共インフラの一つである。
　こうした空港がもたらす利便性や交流をより一
層促進させ、空港を核とした地域振興や観光振興
に繋げていけるよう、今後もさらなる空港の利活
用に全力で取り組んでいきたい。

静岡県空港利用政策課路線誘致班

1-3  富士山静岡空港の国際線を通じた活性化の取り組み

富士山静岡空港の現状

　2009年６月４日に開港し、今年の６月で開港４
周年を迎える富士山静岡空港は、静岡県のほぼ中
央に位置し、広大な茶畑が広がる牧之原台地の一
角、富士山を望む丘陵地にある。緑あふれる自然
環境の中、2,500ｍの滑走路を持つ富士山静岡空
港は、国内外とのアクセスを結ぶ静岡県の重要な
ゲートウェイである。
　2013年１月現在、富士山静岡空港の国際線は、
開港当初より、アシアナ航空と大韓航空が静岡─
ソウル間をそれぞれ１日１往復運航しているほ
か、中国東方航空が静岡─上海間を週４往復運航
している。これらに加え、昨年３月、開港後初め
ての国際定期便新規路線として、台湾のチャイナ

エアラインが就航し、週３往復で静岡─台北間を
結んでいる。さらに同年６月には、新たに中国東
方航空の静岡─上海線が武漢まで延伸され、日本
の本州から初めての定期便となる武漢線が開設さ
れた。
　また、国内線については、フジドリームエアラ
インズ（FDA）が福岡（３往復／日）と鹿児島（１
往復／日）を、全日本空輸が札幌と沖縄（いずれ
も１往復／日）をそれぞれ運航している。
　チャーター便については、開港から本年１月末
までの約３年半の間に、国内・国際あわせ、計
557便のチャーター便が運航されており、特に国
際チャーター便は、中国各都市や台湾などを中心
に、これまで計458便が運航された。昨年は、開
港後初めてとなるベトナム、ラオス、グアム、中

地方空港の国際化／MICE誘致特  集  
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国の太原および宜昌へのチャーター便が運航さ
れ、好評をいただいている。さらに、今年３月に
は、同じく開港後初となるニュージーランドへの
運航も予定されている。
　このように、定期路線の拡大・充実を図るとと
もに、多彩な国々や地域とのチャーター便の運航
により、富士山静岡空港の魅力をさらに深め、活
気ある空港として実績を積み重ねていきたいと考
えている。

開港の効果

　富士山静岡空港の開港に伴う静岡県内の経済波
及効果について見てみると、開港後１年間（2009
年６月４日から2010年６月３日まで）の経済波及

（生産誘発）効果額は、県内全域で245億５千万円、
雇用創出効果は、1,653人であり、当空港が社会
資本として県内経済に対し、大きな波及効果があ
ることを示している。
　同様に、県民の利便性向上効果（時間・費用短
縮効果）について見てみると、県内全域で総額22
億３百万円にのぼっており、このことからも、空
港が県民生活や県民経済を支える重要なインフラ
であることが分かる。
　次に、法務省出入国管理局が発表している空港
別の出入国者数に関する統計によれば、2010年度
における富士山静岡空港の外国人出入国者数は、
新千歳空港や那覇空港などに続き129,745人で全
国第８位、地方管理空港の中では全国第１位で
あった。2011年度は、震災等の影響により、外国
人出入国者数は38,330人と伸び悩んだものの、全
国第11位となっている。

利用状況

　富士山静岡空港では、開港からの利用者数が
2011年２月に100万人に達し、本年１月末現在の
利用者数は、国内線約114万人、国際線約72万人
であり、これまで計約186万人の方々にご利用い
ただいている。
　利用者の内訳を見てみると、国際線の利用者数
が全体の約39％を占めるなど、特に国際線の利用

者が際立っている。類似する地方空港での国際線
利用状況が全体の20％程度であることから見て
も、富士山静岡空港は、地方空港としては、国際
線の利用割合が高い空港と言える。
　また、年度別の利用状況を見ると、開港した
2009年度は約53万人、2010年度は約56万人の利用
があったが、2011年度は、東日本大震災等の影響
により、全国的に航空需要が著しく落ち込む中、
富士山静岡空港にも大きな影響があり、約41万人
にとどまった。
　しかし、利用状況が厳しい中にあっても、前述
のとおり、台北線および武漢線が新たに開設でき
たことは、航空会社に本県のポテンシャルが高く
評価されたためであり、粘り強いエアポートセー
ルスの成果であると考えられる。

利用拡大の取り組み

①執行体制
　静岡県では、2011年度まで、富士山静岡空港の
利活用を推進する空港利用政策課と海外からの観
光客を誘致する観光振興課とが、組織上それぞれ
別の局に配置されていた。しかし、空港利用と観
光誘客を一体となって推進する必要性等があるこ
とから、今年度の組織改正で、新たに観光・空港
振興局が設置され、同局に両課を配置した。さら
に、定期路線における誘客と送客の両面で一元的
に取り組むことができる執行体制の確立を目指
し、各路線の利用促進全般を担うセクションとし
て、新たに空港誘客班を観光振興課内に設置して
いる。

②底堅い需要の開拓
　これまでの観光需要を主体とした需要拡大だけ
では、閑散期等の需要の波による影響を受けやす
く、また国際線は、国際状況、大規模災害、新型
インフルエンザの流行など予測困難なイベントリ
スクが伴い、特に後者は、需要変動への対応が短
期的に容易ではない側面がある。こうしたリスク
を軽減し、安定した需要を確保するため、県では
ビジネス利用や教育旅行など、いわゆる底堅い需
要の促進を、効果的な利用促進の手段の一つとし
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昨年就航した台北線は今年の夏ダイヤから週３往復⇒週４往復へ増
便される

て積極的に押し進めている。
　例えば、ビジネス利用の促進については、2011
年12月に「企業サポーターズクラブ」（入会金・
年会費は無料）を立ち上げ、富士山静岡空港を利
用した際に、旅費の一部をキャッシュバックする
こととし、県内企業を中心に入会を促したところ、
400社（本年１月末現在）以上に会員として登録
していただいている。

③ハブ空港を利用したイン・アウト双方の需要拡大
　既にご紹介のとおり、富士山静岡空港に就航し
ている路線は、いずれも仁川国際空港、上海浦東
国際空港、台湾桃園国際空港など、アジアや欧米
等を含む世界各地へのネットワークが充実した大
規模ハブ空港へと乗り入れている。こうした利点
を活かし、県では各航空会社等と連携し、就航先
の空港での乗換利用を促進しており、県民の利用
促進（アウトバウンド）だけでなく、就航先等か
らの乗継利用促進（インバウンド）についても積
極的に取り組んでいる。潜在的に大きな需要が見
込まれる海外からの誘客を狙った乗継利用促進に
ついては、旅行会社を対象としたファムトリップ

（現地視察ツアー）を実施して旅行商品造成を支
援したり、現地で開催されるイベントへの出展を
通じて、静岡路線の周知と静岡県の魅力発信に努
めているところである。

今後の路線誘致の取り組み

　静岡県では、交流人口の拡大を目指し、全庁を
挙げて“ふじのくに”づくりを進めている。“ふ
じのくに”である静岡県は、日本のシンボルであ
る富士山をはじめ、多彩な文化・芸術など、魅力
ある地域資源が多数存在している。富士山静岡空
港は、本県と国内外との交流を支えるための不可
欠な社会資本として位置付けられており、より一
層の路線ネットワークの充実による利便性の向上
が求められているところである。
　このような中、東南アジア諸国や韓国、中国と
の間でオープンスカイが実現し、LCC（格安航空
会社）も、我が国の地方空港への運航を開始して
いる。富士山静岡空港にとっても、好機が到来し

たものと確信しており、新規路線の誘致および既
存の定期便の増便を目指して、取り組みを強化し
ているところである。
　チャーター便の運航についても、県内旅行会社
との連携により、積極的に誘致を進めている。定
期便の誘致のためには、連続したアウトバウンド、
インバウンド双方向でのチャーター便の運航が有
効な手段となりうる。昨年３月に開設した静岡─
台北線もこうしたチャーター便の成果の積み重ね
が結実したものと言える。今後も、今年３月に計
画されている３年連続となる静岡─釜山間の双方
向チャーター便などを確実に成功させ、定期便化
の足掛かりとしたい。また、根強い人気があるハ
ワイや日本の空港との定期航路がない都市への
チャーター便についても、富士山静岡空港の魅力、
利便性の向上に寄与するものとして、チャーター
便の用機者となる旅行会社を支援している。
　近年、国際線の新規路線等の開設にあたり、地
方空港間の競争も激化しているが、今年に入り富
士山静岡空港にとって、追い風となる出来事が続
きそうである。一つは、日頃の利用拡大の取り組
みが奏功し、静岡─台北線が今年の夏ダイヤから
１便増便され、週４往復の運航となる。また、富
士山がユネスコ世界文化遺産の登録に向け最終的
に審議されることとなっており、登録が決定され
れば、新たな航空需要の増加が期待されている。
　今後も、航空需要の拡大が増便、新規就航につ
ながり、新たな空港利用者の増加をもたらす正の
サイクルをつくり出し、さらなる新規路線の開設、
増便を実現していきたい。

地方空港の国際化／MICE誘致特  集  
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MICEは成長のエンジン

　国際会議や展示会などのMICE（Meeting, In-
centive, Convention, Exhibition/Event）ビジネ
スは世界的に成長基調であり、特にアジア地域で
は国際会議の開催件数が2011年までの10年間で約
２倍に成長している。世界経済のグローバル化は、
人と人とのネットワーキングや情報へのアクセス
を一層求めており、MICEへのニーズはさらに増
加していく見込みである。
　アジアの有力国・都市をはじめとした世界各国
ではこうしたMICEに注目し、その誘致に精力的
に取り組んでいるが、それはMICE誘致に大きな
メリットがあるからである。
　第一に、MICEがもたらす「高い経済効果」で
ある。MICE開催を通じた主催者、参加者等の消
費支出は、開催地域を中心に大きな経済波及効果
を生み出す。日本で１万人規模の国際会議が開催
された場合、その経済波及効果は約40億円という
試算がある。実際にはこれよりかなり大きな経済
効果を生む場合も多い。米国の産業団体の試算で
は、MICE産業全体の経済効果は直接効果だけで
も米国GDPの0.8％、経済波及効果を含めると３％
にものぼると試算しており、MICEビジネスは米
国内の自動車産業よりも大きな位置を占めるとし
ている。
　第二に、MICE開催は「ビジネス機会やイノベー
ションの創出」の場になることである。グローバ
ル経済下で我が国が成長していくためには、新た
な価値の創造や差別化を図るためのナレッジ経済
化が求められている。このためには、産業の各分
野、大学・研究所などのアカデミア、起業家、さ
らには主体となる都市などがネットワーキングを
構築しながら、イノベーションやビジネスを生み

出す環境を整えていかなければならない。国際会
議や展示会などは、まさにこうしたプレイヤーを
繋ぐ仲介機能を提供するものであり、直接的な経
済効果以上に我が国・地域の経済のために重要な
ものである。世界の有力都市の多くがこの点に着
目して、MICE誘致に戦略的に取り組んでいる。
MICE誘致は単なる海外からの集客ツールではな
く、その国や都市にとっての成長ツールであり、
いわば経済のソフトインフラなのである。
　第三に、MICEが都市の競争力・ブランド力向
上に寄与することである。都市の都市たるゆえん
は人や情報が集まり、それによって新たな価値が
生まれる場所を提供することである。MICEの誘
致・開催を通じて世界中の人と情報の集積する都
市となることは、グローバル経済下における都市
の競争力強化そのものとも言える。世界の都市競
争力ランキングなるものがよくマスコミで紹介さ
れるが、その評価項目には「国際会議の開催実績」
が必ず入っていることを見ても、MICE誘致・開
催が国際都市にとって重要な要素であることがわ
かる。

MICE市場を巡る世界の動向

　さて、このように意義の大きいMICE誘致だが、
その市場動向を見てみたい。
　MICEの代表分野である国際会議の開催件数を
見てみると、近年右肩上がりでどんどん増えてい
る。アジア・太平洋地域は世界の中でも最も開催
件数の増加ペースが高い地域の一つとなってお
り、この10年間でおおむね２倍のペースで増え続
けている。
　その一方、MICE市場を巡る誘致競争は激しさ
を増している。アジアでは、韓国、シンガポール、

2 MICE誘致

国土交通省観光庁MICE推進担当参事官付

2-1  我が国のMICE国際競争力強化に向けて
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中国、豪州、タイ等々の国々がMICEに戦略的な
意義を見いだして積極的な誘致活動を展開してお
り、かつてMICE市場で圧倒的優位に立っていた
日本の競争力は残念ながら低下しつつあるのが現
状である。

　このグラフは、MICEマーケットの動向をアジ
ア・大洋州における主要５か国（日本、中国、韓
国、シンガポール、豪州）の国際会議開催件数に
対する日本のシェアの推移を表したものである。
90年代当初は、シェア50％以上と我が国は圧倒
的な存在感を示していたが、その後20年間、日本
のシェアは徐々に低下の一途で、2011年には震災
による影響もあり21％にまで落ち込んでしまって
いる。
　アジア・太平洋地域の都市別国際会議開催数の
2011年のランキングを見ると、トップからシンガ
ポール、北京、ソウル、台北、クアラルンプール…
と続くが、驚くべきことにベスト10に日本の都市
は一つも入っておらず、最高位の東京が11位、続
いて京都（14位）、大阪、福岡（20位）となって
いる。
　もちろん、この20年間にアジア主要国は大きく
成長しており、日本の存在感が昔に比べてある程
度下がってくるのはやむを得ないところである。
ただ、これらの数字を見ると、日本の経済力など
の実力変化以上に、MICE開催における実績は低
下していると感じられる。こうした実績低下のか
なりの部分は、「誘致競争」における我が国の取
り組みが海外に後れをとっているところによるも

のが大きい。
　海外のMICE専門家は、我が国の現状に対して

「競争力がないわけではないが、特に日本で開催
する理由も見当たらない」「韓国、シンガポール、
マレーシアもMICEへの投資を拡大しており、差
は開きつつある」「日本はMICE開催地としての
イメージを回復させることが何よりも重要である」
といった指摘を行っている。
　アジア・大洋州を中心にMICEビジネスがこれ
から大きく成長が見込まれる一方、域内の競争は
激化しており、このままでは日本の地位が失墜し
てしまう恐れがある。我が国のMICEを復活させ
るべく、早急に取り組みを進める必要がある。

グローバルスタンダードを目指す

　誘致競争が激しくなっているMICE分野におい
て、我が国のMICEビジネスの国際競争力を強化
するためには、一言で言えばさまざまな取り組み
をグローバルスタンダードにしていくことが求め
られる。
　これはMICE分野に限らず我が国のあらゆる分
野に見られることであるが、ついつい国内の同業
者の取り組みを見ながら、それと同じような取り
組みをすることが非常に多い。国内学会等の会議
誘致であれば競争相手は国内他都市であるため、
そうしたアプローチでも大きく後れをとることに
はならないだろう。しかし、国際会議をはじめと
した国際的なMICEビジネスを勝ち取ってこよう
というのであれば、これでは話にならない。競争
相手は国内の他都市ではなく、海外の有力都市で
ある。彼らがMICE誘致に向けてどのような取り
組みをしているかを分析し、それと同等さらには
上回る取り組みを行わなければ、誘致はおぼつか
ない。
　グローバルスタンダードを目指すには、まず
もって海外の動向を調査分析することが必要であ
る。このためには、MICE分野の国際ネットワー
クに自らが積極的に参加し情報収集をしていく
ことが第一歩だが、残念ながら日本はかなり深
刻な状況である。国際会議の誘致・開催のため
の情報交換等を目的とした国際団体であるICCA

地方空港の国際化／MICE誘致特  集  

図１
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（International Congress & Convention Associ-
ation）の会員数を国別に見てみると、アジア地
域の会員数上位10か国の中で日本だけが唯一会員
数を減らしている。世界中の会員（コンベンショ
ンビューロー、会議施設、関連事業者）が集まっ
て各種情報交換が活発に行われるICCAの総会に
は各国から多くの参加者が集まるが、我が国から
の参加者はごくわずかにとどまっている。国際会
議の誘致をしようと考えておられる自治体・コン
ベンションビューロー・会議施設のご関係者の
方々には、こうした国際ネットワークへの積極的
な参加を促したい。

MICEマーケティング戦略の必要性

　さて、MICE関連の取り組みをグローバルスタ
ンダードに引き上げると申し上げたが、ここには
さまざまな取り組みが入りうる。コンベンション
ビューローの体制整備、MICE推進に向けての財
源の確保、地域内のステークホルダーの連携等々
あげればきりがないが、まず真っ先に取り組まな
ければならないことがMICE分野のマーケティン
グ戦略の構築である。
　マーケティング戦略が必要と申し上げると、

「（中身のない）お題目ですね」とか「対外的なプ
ロモーションのことですね」といった反応が返っ
てくることが多いが、そうではない。マーケティ
ングとは、市場・顧客や競合先の調査分析、適切
な目標の設定、ターゲティング（対象分野の絞り
込み）、海外競合都市との差別化戦略の検討、そ

れらを実現するための地域全体でのMICEプロダ
クトの作り込み、顧客へのプロモーションやロビー
イング、価格戦略の構築などを含む極めて広い概
念である。MICE誘致に関わるソフト的な取り組
みのほとんどを組み込んだものと言って良い。
　国際会議などのMICE誘致もビジネス活動の一
つであり、いわばグローバルな競争が都市間で行
われていることになる。競争である限りは、民間
企業が自らの製品を市場で売り込んでいくのと同
じであり、漫然と手元にある製品にお値段をつけ
て売り出せば買ってくれるというものではない。
どのような分野の顧客を狙うかを考え、その顧客
のニーズが何であるかを調べ、海外のライバル都
市との比較でいかに自分の製品を差別化して魅力
あるものにし、その上でプロモーションや顧客に
対する個別の売り込み活動をしていくかが、誘致
の成功に当たって極めて重要である。
　この分野も一昔か二昔前は、会議場のキャパシ
ティやホテルの値段などを説明していればマーケ
ティングになっていたとも聞くが、近年、グロー
バルな競争が激しくなるにつれ海外の競合都市の
MICEマーケティング戦略はどんどん高度化して
いる。昔ながらのマーケティング要素に加え、イ
ンフラへの長期的なコミット、都市内関係者の連
携体制構築、顧客ニーズへの深い理解とそれに基
づくMICEプロダクトの作り込み等々が求められ
ているところであり、海外の競合都市は積極的・
意欲的にこうした対応を進めている。日本の関係
者はこうした世界の動きから少々置いてきぼりに
なっている感があり、早急な取り組みの立て直し
が必要である。

図３

図２
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　紙数の制限からここではあまりご紹介できない
が、マーケティングの最大の要素の一つが、競合
先との差別化を図る最大のポイントとなる「都市
としてのMICEプロダクト」である。その要素は
国際会議場・展示場、さらにはホテルの機能や規
模、アクセス、観光資源、ユニークベニュー、各
種歓迎メニューのような伝統的な要素から、会議
内容に即したテクニカルビジット、主催者の関心
事項である会員数拡大や会議参加者拡大へのサ
ポート、スポンサー確保への協力等、極めて多岐
にわたる。これら一つ一つをしっかりと作り込み、
海外競合都市との差別化を図ることがわれわれに
求められている。

体制や予算の確保

　さて、マーケティングの重要性について説明を
してきたが、こうした各種のマーケティング戦略
を検討し、その実施を図るためにはなくてはなら
ないものがある。体制と予算である。
　MICE誘致は都市単位での競争であるが、都市
のさまざまな関係者の中心になって取り組むのが
市役所等の行政機関とコンベンションビューロー
である。日本のコンベンションビューローの方々
は精力的に取り組んでいただいているのだが、そ
れでも海外のコンベンションビューローに比べる
と課題は多い。最大の課題は専門性の構築であろ
う。
　我が国のコンベンションビューローは行政の外
郭団体であることが一般的であり、人材も長期固
定化されたプロパー職員よりも、市役所や関係業
界からの短期間の出向者の占める割合が大きい。
MICE誘致は専門性の高い分野であり、かつ人的
な国際ネットワークがその活動に大きく影響を与
える分野である。日本型の人事慣行ではいつまで
たっても海外の競合先に互する人材を育てること
は難しい。近年、MICE分野で目覚ましい活躍を
しているソウル市のコンベンションビューローで
は、数年前までは出向者中心・ローテーション人
事という日本型とほぼ同じ人事システムをとって
いたのだが、これでは海外に勝てないということ
で抜本的に改革し、今では全職員をプロパー化し

長期固定により専門性を大きく向上させていると
いう。
　人材と共に重要なのが財源である。お金をかけ
ればうまくいくというほど単純な世界ではない
が、競合相手がそれなりの資金を持って戦ってく
る時にはこちらもそれなりの準備が必要である。
図４は海外有力都市のMICE関連予算と我が国
のそれとの比較である。海外の予算例は人件費も
含まれているものが多く、日本の数字と直接の比
較は適当ではないかもしれないが、それでも彼我
の差が極めて大きいことがお分かりいただけると
思う。
　ここまで大きな違いが生じている理由の一つ
は、海外ではMICE関連の予算はあくまで「投資」
であり、投資額より大きな成果を生み出すのであ
れば十分にペイをするという考え方である。また、
海外では地元産業界自身が自らの問題と捉えて、
一定の負担を行政と共に行っている場合も多い。
　体制にしろ予算にしろ、その見直し・強化は簡
単な課題でないのは確かである。しかしながら、
国際的なMICE誘致競争に生き残ろうとするので
あれば、避けては通れない課題であり、ぜひ、関
係者の積極的な取り組みを期待したい。

我が国の今後の取り組み

　我が国がMICEビジネスで生き残っていくため
のいくつかの課題を紹介させていただいた。観光
庁でもMICEの誘致・開催は重要なイシューと考
えており、政府としての取り組みの抜本強化を図
ることが必要と考えている。このため、昨年11月
には「MICE国際競争力強化委員会」を設置し、

地方空港の国際化／MICE誘致特  集  
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名古屋市における国際会議の開催状況

　日本政府観光局（JNTO）がまとめた「2011年
国際会議統計」によると、2011年に名古屋市で開
催された国際会議の件数は前年と比べ10件減（8.2
％減）の112件であった。日本全体の開催件数も、
前年比12.4％減の1,892件と減少しており、東日本
大震災および原子力発電所事故による風評被害が
主な要因と考えられる。
　都市別の開催件数では、本市は第５位であった。
2005年日本国際博覧会「愛・地球博」が開催され
た2005年は第３位であったが、その後、2006年～
2011年は第５位で推移している。
　開催件数を分野別にみると、最も多いのが「科
学・技術・自然」（42件、37.5％）で、次いで「医
学」（33件、29.5％）、「芸術・文化・教育」（14件、
12.5％）の順となっている。これは、当地域にも
のづくり産業の集積があり、名古屋大学をはじめ
有力な理工系・医学系大学や研究機関が多いこと
が背景にあると考えられる。
　また、会場別では、名古屋大学（41件、36.6％）
および名古屋国際会議場（24件、21.4％）の２会
場で特に多く開催されている。

「MICE」誘致に向けた取り組み

（１）地域特性を活かした誘致活動
　少子高齢化が加速し、人口減少が進行する現在、
都市の活力を維持するためには、交流人口を増大
させることが重要である。そのためにも、MICE
の推進を通じて市外からの訪問客の誘致を促進す
るべく、関係機関と協力し、地域を挙げた取り組
みが必要である。
　名古屋市は、世界有数のものづくり産業の集積
地であるほか、理工系大学を中心に世界的に有名
な研究者を多く輩出している地域でもある。また、
産業観光・歴史観光をはじめ、さまざまな分野の
観光施設や、大都市としてショッピングなどを楽
しむことができるエリアがある。さらに、日本の
中心部であり、交通機関にも恵まれている。空か
らの便では、中部国際空港（セントレア）から近
い。そのほか、関東・関西のコンベンション施設
に比べて会場料金が安いといったメリットもあ
る。本市では、2010年12月に策定した「名古屋市
観光戦略ビジョン」において、このような当地域
の特徴を活かしたMICE推進を掲げている。
　また、本市では、海外からの参加者による企業

有識者を交えてMICEマーケティング戦略の高度
化をはじめとした各種取り組みを抜本的に強化す
るべく、具体的な方策を議論していただいている。
３月には中間報告、夏前には最終報告をとりまと
める予定である。本稿でご紹介できなかった各種
課題についても活発なご議論をいただいているの
で、ご関心をお持ちいただけるようであれば、同
委員会の資料をご覧いただければ幸いである。

（https://www.mlit.go.jp/kankocho/
mice_kokusaikyousouryokukyouka.html）

　国際会議や展示会をはじめとしたMICEの誘
致・開催は、都市そのものの国際競争力を高め、
我が国の成長を促す重要な経済インフラである。
近年、少々の苦戦をしているところではあるが、
本質的に日本はMICE分野で大きな成長を得る実
力やポテンシャルを十分有しており、自治体を中
心に関係者が一丸となって精力的に取り組めば大
きな成果が得られるのは間違いない。観光庁とし
ても、そのために最大限の取り組みを行い、世界
有数のMICE開催国を目指して参りたいと考えて
いる。

名古屋市市民経済局文化観光部観光推進室
公益財団法人名古屋観光コンベンションビューロー事業部

2-2  自治体のMICE誘致に向けた取り組み
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会議や報奨・研修旅行などを対象としたMICE助
成金制度を設けている。この助成金制度は、海外
からのMICE参加者等の送客を行う旅行会社を対
象に助成するものであり、一般に開催状況の把握
が困難と言われているインセンティブ・ツアーに
おける企業ニーズを把握するとともに、名古屋へ
のインセンティブ・ツアー誘致の一助にしたいと
考えている。

（２）情報収集・誘致活動
　情報収集に際しては、日頃からの大学、研究機
関、公的機関等への訪問やアンケート調査の実施、
日本政府観光局からの情報提供、 ICCA（国際会
議協会）データベース等インターネット情報の検
索によって行っている。
　また、誘致活動では、学術団体、業界団体、公的
機関等への個別訪問、コンベンション主催者等の
名古屋への視察受け入れ、一定規模以上の国際会
議の誘致における市長名やコンベンションビュー
ロー理事長名の招請状発行を行うほか、開催地選
考に際して開催提案書を作成・提出したり、開催
立候補者の誘致活動を支援している。そのほか、
東京で毎年開催されている国際ミーティング・エ
キスポ（IME）には、市内コンベンション施設で
ある名古屋国際会議場、名古屋市中小企業振興会
館（吹上ホール）および名古屋市国際展示場（ポー
トメッセなごや）の指定管理者ならびに愛知県と
ともに、ブース出展を行っている。

（３）開催支援
　開催支援としては、市内で開催される一定規模

以上の国際会議に対する開催助成金の交付や、コ
ンベンション開催準備資金の貸し付けを行ってい
る。また、会議開催時のインフォメーションデス
クの設置や、観光通訳ガイドの派遣を行っている。
コンベンション施設ガイドやコンベンションホテ
ルリスト、観光文化施設優待割引券などの印刷物
を作成しているほか、ウェブサイトもリニューア
ルし、MICE主催者にとって役に立つ情報提供を
行うよう努めている。さらに、市内観光施設の協
力を得て、MICE誘致の重要な要素である、一般
の観光客では体験できないようなおもてなしにつ
いてまとめた「ユニークベニュー／アフターコン
ベンションリスト」を2010年度に作成し、MICE
主催者向けに配布している。

最近の誘致状況

　2011年９月、愛知県はじめ関係機関と連携した
誘致活動の結果、本市における「持続発展教育

（ESD）に関するユネスコ世界会議」（2014年11月）
の開催が決まった。本会議は、持続可能な開発に
関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミット）

印刷物の例（コンベンション施設ガイド、コンベンションホテルリス
ト、ハートオブジャパン）

第22回 国際ミーティング・エキスポ（IME2012）　名古屋ブース

ユニークベニュー（八事山興正寺）における交流会

地方空港の国際化／MICE誘致特  集  
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において日本政府が提唱し、第57回国連総会で決
議された「ESDの10年」の最終年会合である。2012
年５月に本市、愛知県、地元経済界、教育関係者
等で支援実行委員会を設立し、現在、会議支援に
向けた準備作業を進めるとともに、会議のテーマ
であるESDの普及啓発のための取り組みを行って
いる。
　また、2011年度は東日本大震災に起因する原発
事故の風評被害が懸念されたことから、その対策
として、国際会議の主催者に向け、レターやイン
ターネットにより、名古屋開催が安全である旨の
情報提供を行った。その一例として、「国際ビジ
ネス学会（AIB）2011年次総会」では、市長名レ
ターを発行するとともに、開催都市代表として、
開会式で河村たかし市長があいさつして参加者へ
のメッセージを伝えた。同会議は、主催者がウェ
ブサイト上でいち早く声明を発信し、関係者の不
安を払

ふっしょく

拭したことにより、参加者数の減少を防い
だ。また、会議参加者に、日本が安全であること
を証言してもらうインタビューに協力してもら

い、そのビデオ映像が日本政府観光局のウェブサ
イト上にアップされることで、日本全体に対する
不安の払拭に貢献した。こうした取り組みが評価
され、同会議は「平成24年度JNTO国際会議誘致・
開催貢献賞」を受賞するに至った。
　そのほか、2012年度は、愛知県とともに、芸能
団体等との連携によるアフターコンベンションの
開催支援も実施している。

おわりに

　財政状況の厳しい中、海外へのプロモーション
も視野に入れ、限られた予算と人員で効率的に成
果を生むためには、マーケティング手法を導入する
必要がある。市場、競合相手、自らの地域の分析
を行い、他との差別化を図ることは、地域にふさ
わしいMICEの誘致を実現するために欠かせない。
　また、名古屋滞在を楽しんでいただき再訪して
いただくためには、地域ならではのコンテンツと
ホスピタリティが求められる。名古屋に来れば日
本の魅力がコンパクトに楽しめるというアピール
を行うためにも、観光と結び付けた取り組みに力
を入れるとともに、近隣自治体や関係業界との連
携も一層進める必要がある。
　MICEを誘致することが、地域におけるさまざ
まな産業の振興に寄与し、人と情報の集積、ネッ
トワーク構築につながっていくと確信している。
ビジネス、研究開発、あるいは都市計画の新たな
局面を切り開くきっかけとしてのMICEに注目し、
その誘致推進に今後も努めてまいりたい。

はじめに

　2011年にシンガポールで開催された国際会議件

数は919件（UIA統計暫定値）（注１）、都市として
も国としても世界第一位であった。近年、シンガ
ポールは、ビジネス、知識のハブであるとともに、

㈶自治体国際化協会シンガポール事務所所長補佐　新山　公美子（東京都大田区派遣）

2-3  シンガポールのMICE誘致
～優位性を活かした戦略的施策～

国際ビジネス学会（AIB）2011年次総会　河村たかし市長あいさつ
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会議・展示施設を備えたカジノ総合リゾート　マリーナベイサンズ

国際的なMICE開催地として認知されている。
　シンガポールが「世界トップクラスの展示会・
見本市、国際会議ハブ」の地位を確立したのは、
地理的条件等の優位性を活用した戦略的な施策に
よるところが大きい。本稿では、MICE誘致にお
けるシンガポールの優位性、シンガポール政府、
特にシンガポール政府観光局（STB: Singapore 
Tourism Board）のMICE誘致施策について概観
し、近年多くの自治体が取り組むMICE誘致の参
考となる情報を提供したい。

シンガポールが選ばれる理由
～MICE誘致における優位性～

　シンガポールがMICE開催地として選ばれる理由
として第一に挙げられるのが、「Very accessible」
であることである。アジア最大のハブ空港として
機能するチャンギ空港を擁するシンガポールは、
世界中から参加者が集まる国際イベントに適した
立地条件であると言える。また、公共交通機関、
タクシー等が安心して利用でき、空港から市内の
移動が非常に簡便であることも参加者にとっては
理想的な環境だと言えるだろう。
　第二にシンガポールの優れたインフラが挙げられ
る。大規模なコンベンション施設であるSingapore 
Expo や Suntec Singapore International Conven-
tion & Exhibition Centre に加え、2010年にはマ
リーナベイサンズ及びリゾートワールドセントー
サが総合リゾートとして整備された。２つの総合
リゾートでは、ホテル、カジノ、大型ショッピン

グモール、アミューズメント施設が敷地内に併設
されている。また、シンガポールには、大小さま
ざまなホテル、多くの観光地がコンパクトに存在
している上、通信網も発達している。アフターコ
ンベンションで、観光や買い物を安全に楽しむこ
とができること、英語が問題なく通じることも
MICEを誘致する上で非常に有利である。
　第三としてシンガポールの充実したグローバル
ビジネスネットワークが挙げられる。世界第４位
の外国為替取引センターであり、多くのグローバ
ル企業がアジア統括本部を置くシンガポールには
アジアのハブとして世界中からビジネスや知識が
集約されている（注２）。さらに、シンガポールで
開催されたイベントの効果はシンガポール市場の
みならず、東南アジア・インドの新興市場に波及
することが期待される。成長著しい東南アジア・
インド市場に注目が集まっている現在、シンガ
ポールで開催される国際会議、見本市が増加して
いるのは必然であると言えるだろう。

シンガポール政府観光局の取り組み
～MICE誘致のための施策～

（１）シンガポール政府観光局と Singapore 
Exhibition & Convention Bureau

　シンガポール政府観光局は、「観光産業をシンガ
ポール経済のけん引役となる産業に発展させる」
という使命のもと設立された通商産業省管下の法
定機関である（注３）。シンガポールは1970年代から

「シンガポールを世界で最も勢いのあるビジネス

順位 国名 件数（件）
1 シンガポール 919
2 アメリカ 744
3 日本 598
4 フランス 557
5 ベルギー 533
6 韓国 469
7 ドイツ 421
8 オーストリア 390
9 スペイン 386
10 オーストラリア 329

2011年世界の国別　国際会議開催件数（UIA統計暫定値）

地方空港の国際化／MICE誘致特  集  
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イベントの開催地とし、その分野におけるオピニ
オンリーダーとなる」という目標のもとMICE誘
致に取り組んできた。現在、主としてMICE誘致
を担当しているのは、STBの一部であるシンガポー
ル展示会・会議ビューロー（SECB: Singapore 
Exhibition & Convention BureauTM）である。
STBの公式サイト（YourSingapore）（注４）には、
SECBの役割として以下４項目が紹介されている。
●「シンガポール＝ビジネス・知識のハブ」の評

判を強化するイベントの創造、育成、誘致
●ビジネス関連イベント参加者に特別な体験を提

供するための企画・仕掛け作り
●「シンガポール＝第一位のビジネス・MICE開

催地」としての地位を強固にするためのマーケ
ティング・広報活動

●シンガポールのMICE産業をさらに活性化する
ための国内外のMICE産業・関係業種との連携

（２）Business Events in Singapore（BEiS）
scheme・Approved International Fair

（AIF）scheme ～優良なイベントの誘致・
育成・イノベーションを促すための支援～

　先進的かつ優良なイベント開催を促すため、
SECBは「Business Events in Singapore（BEiS）
scheme」によって、イベント種類、内容に応じ
た細やかなサポートを提供している。会場確保の
簡易化、政府機関・シンガポール企業等とのネッ
トワーク形成の支援、マーケティング、広報支援
等の実務的な支援から、条件を満たすイベント・
主催者に対してはイベント開催費用の助成も行っ
ている。
　「Approved International Fair（AIF）scheme」
は、国際的、商業的に優れていると認められるイ
ベントに対してSECBが公式の承認を与えるもの
である。AIFとして認められたイベントに出展す
るシンガポール地場企業については、財政的援助
を行うことで地場企業の国際化を支援している

（適用には条件あり）。また、イベントの主催者に
とっては、地場企業の参加が促されるというメ
リットもある。
　STBによると、今後も継続して優良なイベント
の誘致、育成のため、民間企業等と連携していく

とのことである。特に都市問題解決、情報通信技
術、メディア、観光等は重要な分野であると考え
られている。

シンガポールのMICE誘致施策から
学べること

　シンガポールは、1965年の建国当時から外貨導
入を国策の根幹に据えた国家を築いてきた。空港、
港湾、工業用地、通信網といった産業インフラを
整備するとともに、世界の標準言語である英語が
通じる環境、サービス産業、緑豊かな暮らしやす
い都市環境を整備し、グローバル企業の誘致に成
功し、「国際的なビジネスセンター」として発展
してきた（注５）。政府、民間企業が連携して、海
外から「ヒト・カネ・コトを集める仕組みづくり」
を進めてきた成果と言えるだろう。MICE誘致に
ついてもこの一環であり、シンガポールのMICE
誘致施策が成功している背景には、ビジネス、観
光面において海外から人が集まりやすい土壌を整
えた上で、効果的なインセンティブを数多く与え
ていることが大きい。
　日本とシンガポールを直接比較することは困難
であるが、「ヒト・カネ・コトを集める仕組みづ
くり」を官民一体となって進める手法に学ぶべき
点は非常に多い。

（注１）UIA（国際団体連合：Union of International Associ-
ations）は、６万超の国際機関・国際団体等に関する調査、
統計集計などを行っている非営利・非政府の団体。1907年
に設立され、本部はブリュッセルに所在。：日本政府観光局

（JNTO）プレスリリース（2012年６月18日）「2011年の
日本の国際会議開催件数は、世界第３位（アジア第２位）
～UIAが2011年の統計（暫定値）を発表」

（注２）EDB Singaporeホームページ
　http://www.edbsingapore.jp/edb/sg/jp_jp/index/why_
　singapore/dynamic_global_city.html

（注３、５）財団法人自治体国際化協会「シンガポールの政策」
（2005年改訂版）

（注４）YourSingapreホームページ
　http://www.yoursingapore.com/content/mice/en/why-
　singapore/singapore-exhibition-convention-bureau.html


